
 

 
 

 

 

 

 

 

(1) ／ 2017/10/02 18:42 (2017/10/02 9:50) ／ wn_17350948_01_os7大盛工業様_招集（WEB開示）_表紙_P.docx 

 
 
 
法令及び定款に基づくインターネット開示事項 
 

 

 

 

 

第51期（平成28年８月１日～平成29年７月31日） 
 
 
 

新株予約権等の状況 

連結計算書類の連結注記表 

計算書類の個別注記表 
 

 

 

 

 

 

 

株式会社大盛工業 
 

 

 

法令及び当社定款第24条の規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載するこ

とにより、株主の皆様に提供しているものであります。 
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新株予約権等の状況 
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権の状況 
イ．平成25年10月25日開催の取締役会決議に基づき当社役員に交付した株

式報酬型ストック・オプション（第４回新株予約権） 
・新株予約権の数     946個 
・新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

普通株式 9,460株（新株予約権１個につき10株) 
・新株予約権の発行価額（払込金額） 

１個当たり 4,300円（１株当たり430円） 
・新株予約権の行使価額  １個当たり  100円（１株当たり 10円） 
・新株予約権の行使期間  平成25年11月19日から平成55年11月18日まで 
・新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないことと

する。 
・その他の条件については、当社と新株予約権の割り当てを受けた者と

の間で締結した株式報酬型ストック・オプション「第４回新株予約
権」割当契約書に定めたところによる。 

・当社役員の保有状況 

 新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保 有 者 数 

取 締 役
（監査等委員を除く）

798個 普通株式  7,980株 ５名 

取 締 役
（監査等委員）

148個 普通株式  1,480株 １名 

ロ．平成26年10月29日開催の取締役会決議に基づき当社役員に交付した株
式報酬型ストック・オプション（第６回新株予約権） 

・新株予約権の数     2,752個 
・新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

普通株式 27,520株（新株予約権１個につき10株） 
・新株予約権の発行価額（払込金額） 

１個当たり 3,300円（１株当たり330円） 
・新株予約権の行使価額  １個当たり  100円（１株当たり 10円） 
・新株予約権の行使期間  平成26年11月21日から平成56年11月20日まで 
・新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないことと

する。 
・その他の条件については、当社と新株予約権の割り当てを受けた者と

の間で締結した株式報酬型ストック・オプション「第６回新株予約
権」割当契約書に定めたところによる。 



 

－  － 
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・当社役員の保有状況 

 新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保 有 者 数 

取 締 役
（監査等委員を除く）

2,530個 普通株式  25,300株 ５名 

取 締 役
（監査等委員）

222個 普通株式  2,220株 １名 

ハ．平成27年10月27日開催の取締役会決議に基づき当社役員に交付した株
式報酬型ストック・オプション（第７回新株予約権） 

・新株予約権の数     2,597個 
・新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

普通株式 25,970株（新株予約権１個につき10株） 
・新株予約権の発行価額（払込金額） 

１個当たり 2,600円（１株当たり260円） 
・新株予約権の行使価額  １個当たり  100円（１株当たり 10円） 
・新株予約権の行使期間  平成27年11月20日から平成57年11月19日まで 
・新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないことと

する。 
・その他の条件については、当社と新株予約権の割り当てを受けた者と

の間で締結した株式報酬型ストック・オプション「第７回新株予約
権」割当契約書に定めたところによる。 

・当社役員の保有状況 

 新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保 有 者 数 

取 締 役
（監査等委員を除く）

2,294個 普通株式  22,940株 ５名 

取 締 役
（監査等委員）

303個 普通株式  3,030株 １名 

 

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の

状況 
 該当事項はありません。 

 

③ その他の新株予約権等の状況 
 該当事項はありません。 

 



 

－  － 
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連結注記表 

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

(1) 連結の範囲に関する事項 

① 連結子会社の状況 

・連結子会社の数       ２社 

・主要な連結子会社の名称   エトス株式会社 

株式会社東京テレコムエンジニアリング 

② 非連結子会社        ０社 

(2) 持分法の適用に関する事項 

① 持分法適用非連結子会社及び関連会社数          ０社 

② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社数    ０社 

(3) 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記 

連結の範囲の変更       当連結会計年度からエトス株式会社を連結の範囲

に含めております。これは、エトス株式会社の重

要性が増加したことにより、連結の範囲に含める

こととしたものであります。また、平成29年５月

に全株式を取得したことにより、株式会社東京テ

レコムエンジニアリングを連結の範囲に含めてお

ります。 

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、株式会社東京テレコムエンジニアリングの決算日は６月30日で

あります。連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を作成し、連結決

算日との間に生じた連結子会社間の重要な取引については連結上必要な調整を行って

おります。その他の連結子会社の決算日は、連結会計年度と一致しております。 

(5) 会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産の評価基準及び評価方法 

未 成 工 事 支 出 金                  ……個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切り下げの方法により算定） 

不動産事業等支出金……個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切り下げの方法により算定） 

販 売 用 不 動 産                  ……個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切り下げの方法により算定） 



 

－  － 

 

 

 

 

 

 

(4) ／ 2017/10/02 18:42 (2017/10/02 16:09) ／ wn_17350948_03_os7大盛工業様_招集（WEB開示）_連結注記表_P.docx 

4

② 重要な固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産………

（リース資産除く）

定率法 

但し、茨城工場及び平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については定額法 

また、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備、構

築物については定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物 ・ 構 築 物                    ：７年～50年 

工 具 器 具 ・ 備 品                    ：２年～13年 

無形固定資産………

（リース資産除く）

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年間）に基づいております。 

リ ー ス 資産            ………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。 

③ 重要な引当金の計上基準 

イ．貸 倒 引 当 金…債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権

等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

ロ．賞 与 引 当 金…従業員の賞与支給に備えるため、翌連結会計年度におけ

る支給見込額のうち、当連結会計年度負担分を計上して

おります。 

ハ．工 事 損 失 引 当 金                  …受注工事の損失発生に備えるため、当連結会計年度末の

手持受注工事のうち、損失発生の可能性が高く、かつ、

その金額を合理的に見積もることが可能な工事について、

損失見込額を計上しております。 

ニ．完成工事補償引当金…引渡しの完了した工事の補償等の費用発生に備えるため、

当連結会計年度の完成工事高に対する将来の見積補償額

に基づいて計上しております。 

④ 完成工事高の計上基準 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

イ．当連結会計年度までの進捗部分について成果の確実

性が認められる工事 

工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法) 

ロ．その他の工事 

工事完成基準 

 



 

－  － 
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⑤ その他連結計算書類の

作成のための重要な事項 

イ．退職給付に係る会計処理の方法 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務を計上しております。なお、退職給付

引当金の対象従業員が300名未満でありますので、簡便

法によっており、退職給付債務の金額は当連結会計年度

末要支給額（退職年金制度により支給される部分を除

く）としております。 

ロ．消費税等に相当する額の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって

おります。 

（追加情報）「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第26号 平成28年３月28日）を当連結会計年度から採用しております。 

 

２．連結貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

現 金 預 金 50,000千円

販 売 用 不 動 産 294,326 

建 物 376,614 

土 地 349,771 

計 1,070,711 

上記に対応する債務は次のとおりであります。 

短期借入金 481,052千円 

長期借入金 782,799千円 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,010,674千円 

(3) 受取手形割引高 34,900千円 

 

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期 首

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数 当連結会計年度末 

普 通 株 式 14,848,429株 － － 14,848,429株 

 



 

－  － 
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(2) 配当に関する事項 

① 配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の
支払額 

（千円）

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成28年10月28日
定時株主総会 

普通株式 74,205 5
平成28年
７月31日

平成28年 
10月31日 

 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度となるもの 

決議 株式の種類
配当の
原資 

配当金の
総額 

（千円）

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成29年 
10月27日 

定時株主総会
普通株式

その他
利益 

剰余金
29,677 2

平成29年
７月31日

平成29年 
10月30日 

 

(3) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項 

 
平成25年10月25日 
取 締 役 会 決 議 分 

平成26年10月29日
取 締 役 会 決 議 分

平成27年10月27日 
取 締 役 会 決 議 分 

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 

目的となる株式の数
9,460株 

新株予約権１個につき 
10株 

27,520株
新株予約権１個につき

10株

25,970株 
新株予約権１個につき 

10株 

新 株 予 約 権 の 残 高 946個 2,752個 2,597個 

 



 

－  － 
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４．金融商品に関する注記 
(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に関する取組指針 
当社は、設備投資計画等に照らして、必要な資金（主に増資や銀行借入）を調達
しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、他に事業遂
行上必要に応じ貸付けも行っております。また、短期的な運転資金は銀行借入に
より調達しております。また、デリバティブ取引については、ヘッジ会計の要件
を充たしている等、実需の範囲内で行うこととしております。 

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 
営業債権である受取手形及び完成工事未収入金等については、顧客の信用リスク
に晒されております。 
また、取引先企業に対し貸付けを行っております。 
営業債務である工事未払金及び未払金は、そのほとんどが２ヵ月以内の支払期日
であります。 
短期借入金及び長期借入金については、流動性のリスクに晒されておりますが、
当該リスクについては、資金計画を作成し定期的に更新することにより管理して
おります。 

 
(2) 金融商品の時価等に関する事項 

 連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

① 現金預金 2,699,680 2,699,680 － 

② 受取手形 69,928 69,928 － 

③ 完成工事未収入金等 947,800 947,800 － 

④ 営業保証金 74,737 74,737 － 

⑤ 長期貸付金 157,984  

貸倒引当金（※） △ 138,097  

 19,887 19,887 － 

⑥ 固定化営業債権 207,423  

貸倒引当金（※） △ 207,423  

 － － － 

資産計 3,812,033 3,812,033 － 

① 工事未払金 229,233 229,233 － 

② 未払金 100,529 100,529 － 

③ 短期借入金 695,816 695,816 － 

④ 長期借入金 906,791 906,791 － 

⑤ 長期未払金 244,592 244,592 － 

⑥ デリバティブ取引 － － － 

負債計 2,176,964 2,176,964 － 

（※）長期貸付金、固定化営業債権に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 



 

－  － 
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 
資産 
① 現金預金、② 受取手形、③ 完成工事未収入金等、④ 営業保証金 

これらは、短期間で決済するものであるため、時価は帳簿価額と近似して
いることから当該帳簿価額によっております。 

⑤ 長期貸付金、⑥ 固定化営業債権 
貸付金の時価の算定は、一定期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク
区分ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に
信用スプレッドを上乗せした利率で割引いた現在価値で算定しております。
また、貸倒懸念債権については、同様の割引率による見積キャッシュ・フ
ローの割引現在価値、又は担保及び保証による回収見込み額等により、時
価を算定しております。 

負債 
① 工事未払金、② 未払金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似して
いることから、当該帳簿価額によっております。 

③ 短期借入金 
短期借入金については、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿
価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

④ 長期借入金、⑤ 長期未払金 
長期借入金及び長期未払金の時価については、元利金の合計額を残存期間
及び信用リスクを加味した利率で割引いた現在価値により算定しておりま
す。 

⑥ デリバティブ取引 
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入
金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価
に含めて処理しております。 

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
該当事項はありません。 

 

５．賃貸等不動産に関する注記 

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社は、不動産事業の一環として不動産の賃貸業を行っており、賃貸用不動産（土

地を含む）等を保有しております。 

 

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項 

連結貸借対照表計上額 時価 

1,001,013千円 1,049,418千円

（注）1.連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額及び減損損失累計額を控
除した金額であります。 

2.当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で
算定した金額であります。 



 

－  － 
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６．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 236円46銭 

１株当たり当期純利益 2円32銭 

 

７．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

８．連結配当規制適用会社に関する注記 

該当事項はありません。 

 



 

－  － 
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
(1) 資産の評価の方法 

たな卸資産の評価基準及び評価方法 
未 成 工 事 支 出 金                  ……個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切り下げの方法により算定） 
不動産事業等支出金……個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切り下げの方法により算定） 
販 売 用 不 動 産                  ……個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切り下げの方法により算定） 
(2) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産………定率法 

（リース資産除く）但し、茨城工場及び平成10年４月１日以降に取得した建
物（建物附属設備を除く）については定額法 

また、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備、
構築物については定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物 ・ 構 築 物                    ：７年～50年 

工 具 器 具 ・ 備 品                    ：２年～13年 

無形固定資産………定額法 

（リース資産除く）なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年間）に基づいております。 

リ ー ス 資産            ………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と
する定額法を採用しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 
 ① 貸 倒 引 当 金…債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権
等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。 

 ② 賞 与 引 当 金…従業員の賞与支給に備えるため、翌事業年度における支
給見込額のうち、当事業年度負担分を計上しておりま
す。 

 ③ 工 事 損 失 引 当 金                  …受注工事の損失発生に備えるため、当事業年度末の手持
受注工事のうち、損失発生の可能性が高く、かつ、その
金額を合理的に見積もることが可能な工事について、損
失見込額を計上しております。 

 ④ 完成工事補償引当金…引渡しの完了した工事の補償等の費用発生に備えるた
め、当事業年度の完成工事高に対する将来の見積補償額
に基づいて計上しております。 



 

－  － 
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 ⑤ 退 職 給 付 引 当 金                  …従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務を計上しております。なお、退職給付引当金の

対象従業員が300名未満でありますので、簡便法によって

おり、退職給付債務の金額は当事業年度末要支給額（退職

年金制度により支給される部分を除く）としております。 

 (4) 完成工事高の計上基準 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

イ．当事業年度までの進捗部分について成果の確実性が認

められる工事 

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法） 

ロ．その他の工事 

工事完成基準 

 (5) 消費税等に相当する額の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお

ります。 

（追加情報）「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針

第26号 平成28年３月28日）を当事業年度から採用しております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保資産及び担保付債務 

現 金 預 金 50,000千円

販 売 用 不 動 産 294,326 

建 物 376,614 

土 地 349,771 

計 1,070,711 

上記に対応する債務は次のとおりであります。 

短 期 借 入 金 481,052千円

（短期借入金及び１年以内に返済する予定の長期借入金） 

長 期 借 入 金 782,799千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,005,777千円 

(3) 受取手形割引高 34,900千円 

 



 

－  － 
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３．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

営業取引以外の取引による取引高 

営業外収益 40,525千円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株 式 の 種 類 当事業年度期首 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末 

普 通 株 式 7,236株 2,541株 130株 9,647株 

（注）1.普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
2.普通株式の自己株式の減少は、株式併合による減少及び単元未満株式の売渡請求

による減少であります。 
 



 

－  － 
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５．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

 貸倒引当金損金算入限度超過額 209,695千円

 たな卸資産評価損 5,732 

 減損損失 159,903 

 税務上の繰越欠損金 514,125 

 その他 57,284 

 繰延税金資産小計 946,741 

 評価性引当額 △906,141 

 繰延税金資産合計 40,600 

 

６．リースにより使用する固定資産に関する注記 

該当事項はありません。 

 

７．持分法損益等に関する注記 

該当事項はありません。 

 

８．関連当事者との取引に関する注記 

種 類 会 社 等 の 名 称 議決権等の
所 有 割 合 関連当事者との関係 取引の内容 取 引 金 額 科 目 期末残高 

子会社 エ ト ス 株 式 会 社
所有 
直接100％

経営指導、役員の
兼任（２名） 

増 資 の 引 受
（注１） 40,000千円 － － 

債 務 保 証
（注２） 

24,799千円   

子会社 株式会社東京テレコ
ムエンジニアリング

所有 
直接100％

経営指導、役員の
兼任（１名） 

配 当 の 受 取
（注３） 40,000千円 － － 

（注）1.増資の引受は、子会社が行った増資を引き受けたものであります。 

2.債務保証は、子会社の借入金及びリース債務に対して保証したものであります。 

3.配当の受取は、子会社からの配当金を受取ったものであります。 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 240円75銭 

１株当たり当期純利益 6円54銭 

 

10．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 


